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内部統制の導入を契機に学校法人の運営の高度化を目指すために 

公認会計士 植草茂樹 

 

私立学校法改正により、学校法人に内部統制システムの整備が制度化された。令和 7 年

4月までに内部統制に関する基本方針を理事会で決定することが求められる。今回の私立学

校法改正により寄附行為の改正がガバナンス中心に実施されたが、これは理事会などでの

議論が重要であった。一方で、内部統制の整備は法人内の仕組みが重要なため、教職員の

理解なくしては進まない。 

筆者は約２０年前に私立大学社会的責任研究会（USR 研究会）の事務局を務め、内部統

制についても研究を行った。20 年前の研究では、リスクマネジメントやコンプライアンスという

具体的なテーマでは議論が活発に行われたが、包括する考え方である内部統制については、

自治を重んじる学校法人には考え方が合わないという意見が多かった。今回、私学法改正に

より内部統制が義務化されたが、あまり状況は変わっていないと思われる。ただ義務化され

ても多くの法人で形式的な整備に留まる恐れがあり、内部統制の本質を適切に理解する必

要がある。 

 

１、 内部統制の本質 

 内部統制のあるべき仕組みを理事会等でいくら議論しても実効的なものにはならず、現場

の教職員に理解してもらい実行してもらうことが重要である。各大学で DX（デジタルトランスフ

ォーメーション）による業務の見直しが進んでいるが、現場の教職員にとっても「必要なこと」と

して理解が得られているだろう。一方、内部統制の義務化は、恐らく文部科学省により制度化

されたと説明したとしても、現場の教職員には理解が得られないだろう。公的研究費にまつわ

る内部統制の義務化とは異なり、ガイドライン通り対応しないと科研費がもらえないというよう

な強制力が働くものではないからである。 

 内部統制の本質は、すでにある法人内の PDCA の仕組みを実効性あるものにするための

再検証を行うことである。歴史のある法人ほど従来からの慣習や風土が変えるのが難しいこ

とや、監督官庁から様々な要請ごとに様々な委員会など仕組みを作ってきたなど、PDCA の

仕組みはあるもののそれが法人全体の仕組みが効率的なものとなっているのかは、疑問な

点もある。例えば、マネジメントの仕組みとして学校法人では従来から予算統制の仕組みが

あるが、認証評価や IR、内部監査、中長期計画の義務化などが次々に導入された結果、法

人のマネジメントが予算統制・認証評価・中期計画に分かれ別々の仕組みとして PDCA を回

すことになっている法人を多く見てきた。このようにバラバラでマネジメントされている仕組み

を、この機会にシンプルにすることも内部統制を実質的に機能させるためには重要である。 

 またコンプライアンスの取組みも同じで、大学で不祥事などが起こるたびに監督官庁から要

請があり、規程や委員会を構築してきた。典型的な例として「公的研究費の管理・監査のガイ

ドライン」により各大学は実質的に内部統制の仕組みを構築してきている。ある大学でこのガ
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イドラインへの対応のため「コンプライアンス委員会」を立ち上げたが、公的研究費のみを扱

っていた。コンプライアンスは当然公的研究費の問題だけではないわけで、委員会の名称の

割に扱っているテーマが狭い。その後も様々な要請のもとに規程や委員会を立ち上げそれぞ

れが PDCA を回す形になっており、今回、内部統制が制度化されるに伴い、規程や委員会を

統合し、効率的な PDCA を考えるべきである。もちろん当該法人にとって重要なテーマであれ

ば統合する必要はないが、個々の委員会ごとに情報発信や研修を要請することで、教職員

の現場は情報過多になり、結果として業務負荷になっている。現場の教職員の負荷軽減のた

めにも、法人内での全体最適なコンプライアンス態勢を考えることが必要である。 

 

２、 内部統制の義務化にどう対応するか 

 文部科学省の示したスケジュールでは、令和 7 年 3 月までに「内部統制の基本方針」を理

事会で策定すると示されている。しかし多くの法人で寄附行為の改正で手一杯で、内部統制

に関する議論が法人内で十分に行われていない状況にある。文部科学省の通知でも令和 7

年４月以降に「随時実施」となっているが、具体的なPDCAを動かしていく中で、同通知にある

「（６）体制と運営に齟齬がないかの確認と、それを踏まえた改善」のプロセスが最も重要であ

る。法人内の PDCA の見直しには時間が当然かかり、規程の改正・委員会などの体制の見

直しなども必要となってくる。現時点でできることは、「（２）内部統制システムの課題認識」をし

っかり法人内で議論をしておくことである。 

 課題認識の最初のステップとしては、文部科学省から示されている「内部統制の基本方針

（案）」の項目ごとに法人内でどのような課題があるのか確認をしてほしい。この案をそのまま

適用するのは特に中小法人にとってはハードルが高い。当該法人ごとに、当該案を参考にど

のような課題があるのか、理事会等で確認をおこなっていただき、自法人にとって真に必要な

項目に絞って方針を整理してほしい。 

 そのうえで内部統制の要素別に以下のような点で留意を行うことが重要である。特に内部

統制を何のために行うのかを検討し、DX 化の取り組みとも連動しつつ、現場が納得できると

いう視点で進めていく必要がある。 

 

 【内部統制の要素】 

内部統制の

要素 
文部科学省による定義 

留意すべき重要な点 

（１）統制環境 

 
内部統制の目的を達成しようという

学校法人全体の雰囲気のこと 

他の要素の基盤となり、理事会中心が

内部統制に対する経営者の意識や経

営方針・組織構造が問われる。様々な

PDCA の仕組みを効率的に回すという

観点も重要。 
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（２）リスクの

評価と対応 

 

様々なリスクの顕在化の可能性や

影響の程度を踏まえ、対応の優先

度をランキング付けし、具体的な対

応策を考えること 

理事会が組織として管理するリスクを

定め、リスクの優先度と対応策につい

て、検討を行うことが必要。 

（３）統制活動 

 
経営者の命令及び指示が適切に実

行されることを確保するために定め

る方針及び手続のこと 

規程と業務上の実態が乖離している現

状を分析し、業務の有効性・効率性の

観点から、業務・組織のあり方や規程

の見直しの検討が必要。 

（４）情報と伝

達 

 

必要な情報が識別、把握及び処理

され、組織内外及び関係者相互に

正しく伝えられることを確保すること 

学内外に情報が適時・適切に伝えられ

ているのか、学内での教職員の情報共

有が適切か、コミュニケーションの在り

方の見直しが必要。 

（５）モニタリ

ング 

 

内部統制が有効に機能していること

を継続的に評価するプロセスのこと 

PDCA を「現場」で自律的に回すことを

前提に、内部監査や監事などのモニタ

リング機能が効率的・効果的かを検証

が必要。 

（６）ITへの対

応 ＩＴを有効利用し、適切に管理するこ

と 

現在進められている学内業務の DX 化

による業務・システムの見直しに内部

統制の視点も加味して検討することが

必要。 

 


